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ポスト紛争国におけるジェンダー・クオータの分析視座
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Countries
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Abstract

Electoral gender quotas to promote women's representation in politics have been adopted in 

both developed and post-conflict countries.  Gender quotas result in higher women participation in 

legislatures in most of the countries where they are introduced.  While a substantial literature explores 

the factors for the global diffusion in the adoption of gender quotas, such as who is for or against 

gender quotas, for what reasons, and with what impact, little attention has been paid to the issues 

surrounding the holding of elections in post-conflict countries.  Elections in post-conflict countries 

are an integral part of the process of choosing representatives, conferring legitimacy on the state, and 

developing democratic politics.  Although United Nations peacekeeping missions provide assistance for 

holding elections in post-conflict countries, it is not easy to plan and hold them since these countries 

face many difficult and contradictory issues, which are particular to their situation.  This article reviews 

these issues and examines the analytical perspectives that reflect the situation of post-conflict countries. 

It concludes that when assessing electoral gender quotas in post-conflict countries, issues regarding the 

holding of elections and the conditions in which electoral gender quotas promote democracy need to 

be considered.
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１．問題の所在

女性の政治的過少代表の問題、いわゆる女性議員割合の低さを解消するために選挙制度にジェンダー・クオー

タを導入する国が急激に増加している（Dahlerup and Freidenvall 2005, p. 26）。1980年代まではわずか20か

国程度であったのが、1990年代には急増して50か国を超え、2000年代には100か国を超えた（Krook　2010, p. 

4）。わずか20年足らずの間に世界的に普及した。2014年９月現在、採用している国は125か国に上り、先進国に

限らず、ポスト紛争国においても採用されている１。その結果、ジェンダー・クオータを採用した多くの国では

女性議員の割合が大幅に増加した。クオータの世界的普及に着目した研究は既に多く行われており、クオータ採

用の経緯の検証やクオータによるインパクトの評価が事例研究によって行われている。　

ポスト紛争国の多くは、1990年代のクオータ採用が世界的に急増した時期に紛争を終結し、その新たな国づく

りにおいては、ジェンダー平等を推進することが重要な課題の一つとなっている。女子差別撤廃条約や北京行動

綱領、さらに安保理決議1325号に共通に明記されていることとして女性の意思決定過程への参加がある。特に、
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ポスト紛争国に対しては、和平交渉や和平合意における女性の参加に加え、軍や警察、公務員としての女性の採

用・登用、また国連ミッションのメンバーとしての女性の採用・登用、さらに政治経済活動への女性の参加の必

要性及び重要性が指摘されている。そして、実際には女性の政治参加を促す手段の一つとして、選挙制度にジェ

ンダー・クオータが導入されている（United Nations　2013, pp. 11-13）。

ポスト紛争国においては、国家の正統性を確保するために、また人々が暴力を用いずに意見を表明できる政治

的民主化を促すために、国民が国の代表を選ぶ選挙を実施することは重要である。しかし、ポスト紛争国の選挙

の実施においては、国連を中心とした国際社会からの支援を受けながらも、選挙制度の選択、選挙を実施する時

期やその後の政治体制においてさまざまな課題に直面している。それらの問題は、ジェンダー・クオータを採用

した先進国あるいは民主主義の成熟した国々にはみられないポスト紛争国が抱える固有の問題と言える。そうで

あれば、ポスト紛争国の選挙制度に導入されたジェンダー・クオータを分析するに当たっては、選挙実施におい

て直面している問題を考慮した分析視座が必要ではないだろうか。すなわち、クオータの採用を可能にした主体

や採用に至った経緯及びそのインパクトを評価する際に、ポスト紛争国の置かれている状況や直面している問題

を踏まえて検証しなければ、ポスト紛争国におけるジェンダー・クオータの実相を理解することはできないので

はないだろうか。

本論文では、ポスト紛争国で導入されたジェンダー・クオータの状況を、選挙実施にあたって直面している課

題から捉え直し、ポスト紛争国の固有の状況がジェンダー・クオータの採用やそのインパクトにどのような影響

を与えたのかを分析するための視座を得、さらにポスト紛争国の固有の状況におけるジェンダー・クオータの意

義を考察することを目的とする。このため次節では、国際的に普及したクオータの傾向とポスト紛争国での採用

の傾向を概観する。次に、これまでのクオータに関する研究から明らかにされた事柄を批判的に検討する。さら

に国連が中心となって支援する選挙について既に指摘されている課題を概括する。これらを踏まえた上で、ポス

ト紛争国の状況を踏まえたジェンダー・クオータを分析するための視座を考察する。

なお、本論文では、ジェンダー・クオータを女性の政治的過少代表の問題を改善するために、議員数や立候補

者数に一定枠の男女比率を設ける政策として捉える。また、ポスト紛争国は、1990年代以降に国連による和平合

意などの仲介によって紛争を終結し、国連ミッションによる平和活動が行われた国とする。

２．グローバルな普及とポスト紛争国での採用

ジェンダー・クオータの世界的普及を概観する前に、世界で採用されているクオータの形態を踏まえる。ク

オータの形態は大きく３つに分類される。まず採用の根拠において、憲法あるいは選挙法などの立法に基づく場

合と政党が自発的に行う場合に区別される。また選挙制度によって二つに分類される。比例代表制では候補者を

選ぶ際に一定割合を女性候補者に定める候補者リスト型となる。もう一つは、小選挙区制においていくつかの選

挙区を女性選挙区とするといった場合の議席の一定割合を女性議席として確保する議席リザーブ型である。実際

においてはこれら採用の根拠と選挙制度の組み合わせから、①立法による候補者リスト型、②立法による議席

リザーブ型、③政党による自発的クオータの３つの類型に分けられる（辻村　2011、pp. 84-90; Krook　2009, 

pp.6-9）。

ジェンダー・クオータは現在のところ世界125か国で採用されているが、この世界的な普及は、先述したとお

り、1990年代以降に急増した結果である。1950年代はパキスタンや中国において立法による議席リザーブ型が

導入されたが、その後1960年代まではわずか数か国で採用されていたにすぎない（Bush　2011, p. 106）。1970 

年代になると、スウェーデン、ノルウェー、デンマークなどの北欧の左派政党が自発的にクオータを採用した２。

1980 年代には政党による自発的な採用がイタリア、オーストリア、オランダ、ドイツ、ベルギーなどのヨーロッ

パ諸国の他、カナダ、ウルグアイやブラジルに広がったが、総数としては20か国程度であった。このような緩慢

な増加傾向が、1990年代に入ると採用地域が広がることにより急激な増加となる。ヨーロッパ地域やラテンアメ

リカ地域に加え、アフリカ地域やアジア地域においても政党による自主的クオータあるいは立法によるクオータ

が採用された。2000年以降には、特に東欧やアフリカ地域において主として立法によるクオータが採用され、採

用国は100か国を超えた。
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ジェンダー・クオータが世界的に採用された一方で、女性議員の占める割合の世界平均は長く10％前半の数値

で停滞していた。列国議会同盟（IPU）によれば、下院あるいは一院制議会における女性議員割合は1985年にお

いては12％であり、2000年代に入ってからも15％に届かない状況であった。2012年についに20％に達し、2014

年９月現在では22.2％となり、微増している３。減少することはないものの、増加の幅は微々たるものであった。

女性議員割合の最も高い国と最も低い国をみると、女性議員が過半数を超えた唯一の国であるルワンダの

63.8％からミクロネシア、パラオ、カタール、バヌアツの０％まであり、その割合の幅は大きい４。女性議員の

増加の著しい国と増加しないあるいは低下している国が存在している。クリティカル・マスとされる30％を達し

た国は39か国あり、地域別でみるとヨーロッパ地域17か国、アフリカ地域12か国、ラテンアメリカ地域９か国、

アジア・オセアニア地域１か国となっている。そのうち、なんらかの形態のクオータを活用している国は34か国

に上る。クオータを採用していない５か国は、キューバ、グレナダ、セイシェル、デンマーク、フィンランドで

ある。キューバは候補者選出過程で男女比を考慮する方法を採用している（Luciak　2005）。デンマークでは政

党による自発的クオータが行われていたが、1996年に廃止された５。フィンランドは、ジェンダー平等意識が高

いことや非拘束名簿式比例代表制の採用により1980年代に30％の女性議員割合を達成した（三浦・衛藤　2014、

pp. 20-21）。女性議員割合が０％のミクロネシア、パラオ、カタール、バヌアツはクオータを活用していない。

つまり、ジェンダー・クオータは女性議員比率を高める一助を担っており、クオータを導入していない国は女性

議員数を増やすことができない状況にあり、女性議員比率の世界平均値を引き下げる要因となっていることが分

かる。

1990年以降にジェンダー・クオータを採用したアフリカ地域やアジア地域の多くは紛争を経験した国々であ

る。1990年代から2000年代に紛争が終結した国々には、例えばルワンダ、南スーダン、ブルンジ、アフガニス

タン、ネパールなどが含まれる。これらの国々では紛争終結後の新たな国家建設過程において、国政選挙にク

オータを政府の政策として導入した。その結果、女性議員の占める割合がルワンダでは63.8%（2013年）となっ

ているのを筆頭に、東ティモールでは38.5％（2012年）、南スーダンでは26.5％（2011年）、ブルンジでは30.5%

（2010年）、アフガニスタンでは27.7％（2010年）などとなっており、ポスト紛争国の女性議員割合は世界の平均

である22.2％を大きく上回っている。

ジェンダー・クオータを導入したポスト紛争国を表にまとめた。ほとんどの国でクオータを憲法あるいは選挙

法、または両方を根拠として導入している。そのうち、クオータ導入後の選挙により定めたクオータを達成した

国にはルワンダ、アンゴラ、ウガンダ、ブルンジ、東ティモール、ネパール、アフガニスタン、イラク、ボスニ

ア・ヘルツェゴビナが挙げられる。一方で、法的根拠を持ちながらも現在においてもクオータに達していない国

としてスーダン、ソマリア、コンゴ民主共和国、ボスニア・ヘルツェゴビナがある。エリトリアは2002年にクオー

タを導入したが、1994年以降は選挙が実施されていない。立法によるクオータを実施しない場合の政党に対する

制裁措置を設けている国は東ティモール、ネパール、アフガニスタン、イラクなどで、アジア地域においては制

裁措置が規定されている場合が多い。アフリカ地域では制裁措置の規定が明確でない場合が多いが、制裁措置が

なくともクオータを達成している国として、例えば、ルワンダ、アンゴラ、ウガンダ、ブルンジがある。政党に

よる自主的なクオータは３か国で採用されており、それらは南アフリのアフリカ民族会議、モザンビークのモザ

ンビーク解放戦線、コートジボアールのイボアール人民戦線である。このうち、規定したクオータを達成してい

るのは南アフリカのアフリカ民族会議である。

現在クオータを採用している世界125か国に占めるポスト紛争国の割合は小さいが、ポスト紛争国のクオータ

の導入は1990年代以降に顕著であり、世界的な普及の一端を成していると言える。ポスト紛争国の場合、ヨー

ロッパ諸国にみられた政党による自主的なクオータよりもほとんどが立法で定めた制度を採用している。しか

し、法的根拠があっても定めたクオータを達成した国と達成できていない国が存在する。さらに、クオータを導

入したがその後選挙が行われていない国もある。クオータは即効性のある政策だが、定めたクオータを達成でき

ていない、あるいは選挙自体が行われないなどポスト紛争国では多様な結果が生じている。次節では、ジェン

ダー・クオータの世界的急増に関する先行研究を概観した上で、ポスト紛争国を事例にした先行研究をこれまで

みたポスト紛争国におけるジェンダー・クオータの多様な結果から批判的に検討する。
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３．ジェンダー・クオータの分析に用いられる視座

ジェンダー・クオータの世界的普及を促した要因として、４点がこれまでの研究から指摘されている。すなわ

ち、①女性運動による働きかけ、②政治エリートによるクオータ導入の戦略的活用、③平等や代表性に関する価

値観や政治文化、④国際社会からの圧力である（Krook　2006, 衛藤・三浦　2013）。４点の中で最も重要な要

表　ジェンダー・クオータを導入した主なポスト紛争国注1

女性議員の割合
（選挙年）

選挙制度
ジェンダー・クオータ注２ 導入後の割合

導入
時期

クオータ形態・割合・法的根拠
制裁
措置

導入前後の増減

アフリカ地域

ルワンダ 63.8%（2013） 比例代表制
2003 RS・30%・憲法

N/A
49%（2003）

2007 CQ・30%・憲法と選挙法 ＋36

南アフリカ 40.8%（2014） 比例代表制 2006
VPQ（ ア フ リ カ 民 族 会 議

（ANC））・50%
44%（2009）

＋11

モザンビーク 39.2%（2009） 比例代表制 1994
VPQ（モザンビーク解放戦線）

･40%
13%（2009）

N/A

アンゴラ 36.8%（2012） 比例代表制 2005 CQ・30%・選挙法 N/A
38%（2008）

＋28

ウガンダ 35.0%（2011） 小選挙区制 2005 RS・30%・憲法と選挙法 N/A
30%（2006）

＋5

ブルンジ 30.5%（2010） 比例代表制 2004 RS･30%・憲法と選挙法 無
31%（2005）

＋21

南スーダン 26.5%（2011） 暫定制度 2011 RS･25%・憲法と選挙法 N/A
N/A
N/A

スーダン 24.3%（2010） 併用制 2005 RS･25%・選挙法 N/A
15%（2005）

＋5
エリトリア 22.0%（1994） 暫定制度 2002 RS･30%・選挙法 N/A 選挙実施なし

リベリア 11.0%（2011） 小選挙区制
2005 30%注３・ガイドライン 13%（2005）
2011 廃止 －

ソマリア 13.8%（2012） 暫定制度 2004 RS･12%・憲法 N/A
7%（2004）

－7
コンゴ民主共

和国
10.6%（2011） 併用制 2004 CQ･男女同数・憲法と選挙法 無

8%（2006）
＋3

コ ー ト ジ ボ
アール

9.4%（2011） 小選挙区制 2001 VPQ（イボワール人民戦線）・30％ N/A
9%（2000）

＋0.4
アジア地域

東ティモール 38.2%（2012）
併用制 2006 CQ･25%・選挙法

有
28%（2007）

比例代表制 2011 CQ･33%・選挙法 ＋３

ネパール 29.9%（2013） 併用制 2007 CQ･33％・憲法と選挙法 有
33%（2008）

＋27

アフガニスタン 27.7%（2010） 注４ 2004 CQ･27 %・憲法と選挙法 有
27% （2005）

N/A

イラク 25.3%（2014） 比例代表制 2005 RS･25%・憲法と選挙法 有
26%（2005）

＋19
ヨーロッパ地域
ボスニア・ヘ
ルツェゴビナ

21.4%（2010） 比例代表制 2000 CQ･40％・選挙法 有
15% （2006）

N/A
注１：一院制あるいは下院のみ。

注２：ジェンダー・クオータ制のタイプ：RS＝議席リザーブ型、CQ=候補者リスト型、VPQ=政党によるクオータ。

注３：リベリア：ガイドライン＝Guideline Relating to the Registration of Political Parties and Independent Candidates 15.2 
（http://www.liberianonline.com/modules.php?name=Content&pa=showpage&pid=157  閲覧2014年９月23日）。

注４：大選挙区制単記非譲渡式投票。

出典：IPU （http://www.ipu.org/wmn-e/classif.htm閲覧2014年９月23日）、 Quotaproject （http://www.quotaproject.org/country.
cfm　閲覧2014年９月23日）
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因は「①女性運動による働きかけ」だろう。モナ・レナ・クロック（Mona Lena Krook）によれば、女性運動

について、国内外で展開する女性運動や政党内の女性部による働きかけ、女性政治家による超党派ネットワーク

の結成、政党内の女性議員個人による働きかけなどを挙げて説明している（Krook　2006, p. 307）。ラテンアメ

リカ地域で最初に法的クオータを導入したアルゼンチンでは、女性NGOと各政党の女性議員の連携や「女性フェ

ミニスト政治家超党派フォーラム」がその導入をけん引した。韓国では中産階級の既成女性団体による運動が「新

しい」女性団体と連携して「割当制導入のための女性連帯」を結成し、さらに市民団体とも連帯して落薦・落選

運動等の独創的な運動を展開して導入を果たした。一方で、北欧諸国は1970年代に左派政党による政党クオー

タによって女性議員比率を増加させるが、その背景には女性運動による政党への働きかけがあった。例えば、ス

ウェーデンではクオータ導入前に既に女性議員比率30％を達成していたが、クオータ導入のために女性運動は政

党内の女性部と共にロビイング活動を行った（衛藤・三浦　2013, pp 67-92）。これまでにクオータを導入した

ほとんどの事例において、女性運動の存在が確認されていることから、「①女性運動による働きかけ」はクオー

タ導入に不可欠な要因と言えるが、1990年代以降の急激な普及をもたらした特徴的な要因とは言い切れないだ

ろう。むしろ、1990年代のクオータ導入を推し進める国連文書などを含む「④国際社会からの圧力」が該当する

だろう。たとえば、1975年から開催されてきた世界女性会議の集大成ともいえる北京行動綱領の採択の影響は大

きい。世界女性会議ではあらゆる分野の意思決定過程に女性が参加することを議論し、女性比率30％の数値目標

を掲げてきた。しかし、30％の達成が遅々として進まないことから、北京行動綱領では選挙制度において男女が

同じ比率となる施策を講じることを各国政府に要求した。さらに、冷戦終結により政治的民主化が進んだことも

含められよう。民主化移行期にある国やポスト紛争国に対して国連、援助供与国、欧州連合などの地域機構、さ

らに1995年に設立された国際民主化・選挙支援研究所（International IDEA）などが民主化支援を積極的に行っ

た。民主化支援ではジェンダー平等に対して理解を示したことから、クオータ採用の必要性及び重要性が国際的

に認められ、これがクオータ導入を目指す国内の女性運動を後押しした（Bush　2011, pp. 108-118）。女性運動

が技術的資金的支援を国際社会から得た上に、他の重要な国内のアクター、たとえば、ナショナルマシナリーあ

るいは政党との連携により導入に至ったり、あるいは政治エリートが国際社会からの信任を得るためにクオータ

を導入したり、あるいはクオータが選挙の争点となることによって導入が進んだ。

では、クオータの世界的普及の一端を成すポスト紛争国ではどのような経緯で導入されたのだろうか。事例分

析からはポスト紛争国の固有な状況がクオータの採用を可能にしたことが明らかになっている。第１に、ポスト

紛争国の国家建設の過程においては、憲法や選挙法など新たに法制度を構築するという政治的機会が開かれてい

ることが挙げられる（O'Connell　2011）。表で確認したとおり、多くのポスト紛争国では政党によるクオータ

よりも全ての政党に影響力を持つ法的クオータが採用されている。クオータを既存の憲法や選挙法に抵触しない

ように整合性を図りながらクオータを採用するよりも、憲法や選挙法を新しく策定する過程でクオータを規定す

ることの方が明らかに容易である。第２に、その開かれた政治的機会を積極的に活用した国内の女性組織の存在

があったことも指摘されている。例えば、アフガニスタンであれば「アフガン女性のための女性たち（Women 

for Afghan Women）」、「アフガン女性ネットワーク（Afghan Women's Network）」等が存在した（Valentine 

2005, p. 65）。ネパールではマオイスト（共産党毛沢東派）に参加した女性たち、東ティモールではフレテリン（東

ティモール人民解放戦線）の下部組織に「ティモール人民女性組織（OPMT）」が存在した。第３に、女性運動

の根拠となった国連文書として、先述した北京行動綱領に加え、2000年の国連安保理決議1325号が挙げられる。

安保理決議1325号が採択される過程においては、紛争における女性たちに対する性暴力の深刻さがルワンダや

ボスニア・ヘルツェゴビナの事例から国際社会に明らかにされた。そして、和平交渉に女性の参加することや新

たな国づくりにおいては戦時下の女性に対する暴力に関する政策策定、さらによりジェンダー平等な社会形成の

必要性や重要性が強く訴えられ、女性議員の存在意義に関心が高まった。たとえば、東ティモールにおいては、

女性組織である東ティモール女性ネットワーク（Rede Feto）は東ティモールの独立を勝ち取ることに女性は参

加してきたのだから新たな国家づくりにも女性は参加すべきと考え、クオータ導入を政府に精力的に働きかけ

た。最後に、ポスト紛争国の平和構築には国連から政治ミッションが派遣され、先述した北京行動綱領及び安保

理決議1325号に基づいた支援が行われたことが挙げられる。その支援に選挙におけるジェンダー・クオータ導入

に対する支持及び支援が含まれた。アフガニスタンにおいては国連アフガニスタン支援ミッション（UNAMA）
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の下で憲法制定及び選挙が行われ、憲法及び選挙法に議席リザーブ型クオータが規定された。コソボでは国連

コソボ暫定行政ミッション（UNMIK）が派遣され、選挙法に議席リザーブ型が規定された（Krook　2006, pp. 

314-315）６。

ドゥルゥデ・ダールラウプ（Drude Dahlerup）らは、クオータの世界的普及に対してクオータが必ずしも同

じ結果をもたらしてないことを検証するためには、１事例を取り上げる個別事例研究ではなく、複数国を取り上

げ比較分析する事例研究の重要性を主張している（Dahlerup et al. 2012）。ダールラウプらの用いる分析視座

はクオータの類型ごとに分けて分析し、さらにクオータによるインパクトについては、選出された議員の属性に

注目する記述的代表性、議員としての活動内容、特に政策策定との関係をみる実質的代表性、議員が有権者に与

える影響や議員と有権者との関係をみる象徴的代表性に分けて分析している。その際の比較分析では、ポスト紛

争国と民主主義が成熟している国を同じ分析枠組みを用いており、ポスト紛争国の固有な状況は区別されていな

い。ピパ・ノリス（Pippa Norris）もイラクとアフガニスタンを事例にクオータのインパクトを検証しているが、

その視点はクオータの類型との関係に注目している（Norris　2007）。

このようにポスト紛争国に注目した先行研究においては、まず、国政選挙にジェンダー・クオータを導入する

ことが可能となった経緯についての検証が行われていることが分かった。その結果、国際規範を背景に国内の

女性組織による働きかけと国連ミッションによる国家建設の推進というポスト紛争国の固有な状況が導入にポジ

ティブに作用したことが明らかにされた。しかし、政党によるクオータよりも法的クオータの採用がポスト紛争

国では多いことを説明するには、今後、国連の関与により憲法や選挙法の制定という政治的機会からどのような

議論を経て法的クオータを選択したのかその政策過程を詳細に検証する必要があるだろう。特に、国連は自由で

公平な選挙の理念との関係をどのように整理したのか検証する必要があるだろう。クオータ導入による変化につ

いては代表性の観点からの評価が行われているが、導入過程の検証と同様に、ポスト紛争国の選挙の実施におい

て直面している困難で複雑な状況を踏まえた検証はされていない。選挙の実施において直面している問題がク

オータ制度の導入過程および変化にどのように影響しているかの検証をしなければ、ポスト紛争国のクオータ

の実相は理解できないのではないか。次節ではポスト紛争国での選挙を実施する際に直面している課題をまとめ

る。

４．ポスト紛争国での選挙にかかる課題

ポスト紛争国の場合、選挙の実施は紛争後の平和を維持するために重要な手続きとして位置付けられている。

紛争後社会の平和維持のためには、安定した政治社会の構築が不可欠であり、そのためには武力によらずに紛争

の解決ができ、さらに民意が反映される政治制度が必要となる。そのような政治制度には国民が国の代表を選出

することが必要であり、それにより国家の正統性が確保され、民主的な政治体制が構築され、法の支配の確立が

可能となると期待される（篠田　2003）。一方、冷戦後に紛争が終結した国々の多くは国連が仲介する和平合意

によって紛争を終結し、国連による平和構築活動の下で自由で公正な選挙が実施される。選挙によって国家の代

表が決定され、国連による暫定政権の権限を新たな国家に委譲できれば、国連はその平和構築活動を収束させら

れることから、撤退の「出口戦略」としても選挙の実施は位置づけられている。

しかし、実際においては、ポスト紛争国の政治経済社会状況は長年の紛争によって疲弊し、統治のあり様は脆

弱であり、自由で公正な選挙を実施することの難しさについての指摘は多い（Reilly　2002; 篠田 2003）。選挙

実施にあたり新たに憲法や選挙法を制定するが、その制定工程は和平合意において定められる。ネパールの場合

は2006年に包括和平合意により暫定政権が設置され、一年後には議会を含む全ての政府組織に女性が33％を占

めることが法によって規定された（Pant and Standing　2011, p. 411）。東ティモールの場合では国連による暫

定行政機構（UNTAET）の規定に基づき制憲議会選挙が実施された。その際、選挙の日程の設定も当事国の状

況が影響する。新しい政治体制を確立するために早急に選挙を実施するのか、あるいは治安が確保されるまでは

実施しないのか、当事国の状況を見極めた上で設定される。また、先述したとおり、国連は選挙後に平和活動を

収束させる必要があり、それとの調整も必要になる（Reilly　2002, p. 121）。さらに、治安の確保を図るために

武装解除が完全に行われることが期待されている。武装解除が十分でなければ、選挙結果に不服なグループによ
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る暴動発生あるいは紛争再発に至ってしまう可能性がある。例えば、コソボでは社会経済状況が不安定であっ

たが欧州安保協力機構（OSCE）からの圧力のため選挙をできるだけ早くに実施することが求められた（Reilly 

2002, p. 121）。1999年の東ティモールの住民投票後のインドネシア併合派による暴動が生じ、国内避難民がおよ

そ20万人発生した（篠田　2003、p. 105）。このような状況から選挙を早急に実施することは、平和の維持が損

なわれ、民主化を遅らせることになるため、選挙の実施を和平合意後１、２年後ではなく、さらに遅らせる必要

性が指摘されている（Reilly　2002; Paris and Sisk　2009）。

また、選挙実施時期の問題は政党の形成とも深く関係する。和平合意後まもなく選挙を実施するとなると、政

党の準備期間は短くなる。民主化が持続化するために政党に求められる機能には、地域社会と信頼関係を持っ

て広範な支持基盤を作り、政策要綱を作成し、要綱に則って選挙を闘うことなどが挙げられる。しかし、ポスト

紛争国においては、それまで紛争を闘っていた勢力が政党を形成する場合がある。ボスニア・ヘルツェゴビナは

クロアチア民主同盟（HDZ）、セルビア民主党（SDS）、モスリム系の民主行動党（SDA）という民族主義政党

が形成された。東ティモールではフレテリン（東ティモール独立革命戦線）などがそのまま政党となった。選挙

を早急に行うことによって、内戦時の勢力分布構造をそのままに政党が形成され、パトロン・クライアント関係

が残るなど、民主化のために本来求められる機能を政党が有しない場合が生じている（Zeeuw　2005, p. 487）。

そのような構図が残ったまま選挙が行われると、支持を訴える際に用いられるのが、紛争の際と同じ主張、すな

わち他民族に対する不安や不信などが繰り返されることになる（Reilly　2002, p. 133）。

さらに、選挙制度の問題がある。選挙制度が比例代表制なのか小選挙区制なのか、並立制の形をとるのかいう

選挙制度の選択の問題においては、終結後の権力をどのように分有し、政治的安定を図るかを考慮する必要が

ある。選挙制度と民主化との関係での議論においては、小規模政党も議席を獲得する可能性のある比例代表制が

望ましいとされている （Reilly　2002, p. 132）。また、選挙管理委員会など選挙実施についての高い専門性をも

つ組織の設立やそのための人材育成が課題となってくる。その組織の位置づけや政治的独立性の確保も重要であ

る（Zeeuw　2005, pp. 485-486）。選挙管理委員会などに求められる代表的な機能には国内避難民や難民の登録、

適切な投票所の開設、集計に必要なコンピューター技術等がある。しかし、それまでの紛争によって学校教育が

行われていないことが多く、従って教育レベルは全体的に低くく、専門教育を受けた人数は少ない。またこれま

でに選挙を経験していない世代も存在することが想定される（Zeeuw　2005, p. 486）。一方で、東ティモール

ではインドネシアやポルトガルなどの海外で教育を受けた人材が存在するように、隣国や旧宗主国に逃亡してい

たディアスポラは留学経験から高い教育レベルに達している場合がある。

被選挙権や選挙権の規定も難しい。選挙権については、国内避難民や難民が大量に発生している場合、帰還で

きる環境の整備や帰還できる時期が選挙の実施に影響してくる。アフガニスタンの場合、人口や有権者数を正確

に把握できないことから得票数の上位から当選者が決まる単記非委譲式投票制度を採用した（Norris　2007, p. 

203）。被選挙権については紛争当事者に被選挙権を認めるか否かは大きな争点となるだろう。認めなければ和平

合意は成り立ちにくく、選挙が妨害される可能性がある。あるいは選挙結果を受け入れず、紛争が再発する場合

もあり得るだろう。

選挙運動と関連してメディアの状況も重要である。利用可能なメディア手段を投票者と経済インフラの面から

考える必要がある。識字率が低い場合は新聞を用いることは不可能であるし、新聞が地方は遅れるあるいは配達

されていない場合があるので新聞広告による選挙活動は限定的だろう。また電気や電波も全国一律に整備されて

いる状況でなければテレビやラジオによる選挙活動も都市と地方とで格差が生じる。残された方法として、地域

を巡回して講演する方法が考えられる。この場合であっても地方を回る交通手段や交通インフラの整備の状況に

左右される。

このように、紛争終結後の選挙は、紛争を再発せず平和を持続するための重要なプロセスと位置づけられてい

るが、その実施においては多様で複雑な問題がある。これらの問題は、ポスト紛争国に一様にみられるのではな

くそれぞれ国の状況によって質的な違いはあるとしても、クオータの採用と実施に影響すると考えられる。ポス

ト紛争国のクオータの実相を捉える場合には、これらの問題の影響を考慮する必要があるのではないか。次節に

おいては、ポスト紛争国の選挙にかかる問題とジェンダー・クオータの関係を考察する。
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５．ポスト紛争国の選挙とジェンダー・クオータ

ポスト紛争国でジェンダー・クオータを導入した国々は、民主主義の成熟した国々と比較すると、長期に渡っ

た紛争を経験した影響により民主化の遅れた国々であり、国家の正統性は危うく、国家の統治能力は低く、さら

に、ジェンダー平等の観点からすれば家父長的な文化的価値観が残り、男女平等の進捗の遅い社会である。しか

し、冷戦の終焉により国連は紛争終結に関与しやすい環境となり、また紛争終結後の国家建設を支援することが

比較的可能になった。政治的民主化は国際社会の共通の価値として位置付けられ、民主化を支援する国際的な組

織や機関が多数存在する状況になった。国内においては、このような国際的な民主化の流れを活用する女性組織

の存在や、政治エリートの国際社会から信任を得るという思惑があった。クオータ導入は困難とみられたポスト

紛争国は、導入を可能にする国内外の要因が重なり、いわば千載一遇のチャンスを得たと言えよう。

他方、ポスト紛争国には国民が選挙を通じて議員や政党を選出し、民意が議会に反映され、政治的民主化が進

み、平和が持続することが期待されている。その状況においてジェンダー・クオータを導入する意義はジェン

ダー平等の推進とともに、政治的民主化の促進にも寄与することではないだろうか。たとえば、ボスニア・ヘル

ツェゴビナのように民族主義政党が設立されると、クオータによって議員に選出された女性たちは民族対立を深

めることに加担していないか、あるいは東ティモールのように紛争の武力勢力がそのまま政党を形成した場合、

女性に期待する役割が紛争当時を反映して政党内の性別役割分業が助長されていないかといった点は重要な分析

視座となるだろう。選挙によって統治者としての正統性を確保しても権威主義的な政権を運営している場合、ク

オータで選出された女性議員はジェンダー平等に関する法律を制定できるだろうか。このようにジェンダー・ク

オータをその制度設計や実施状況の観点だけからの理解ではなく、広く政治的民主化の一環に位置づけて理解す

ることは重要と考える。政治的民主化の一環にジェンダー・クオータを位置づけることにより、ポスト紛争国に

おけるジェンダー・クオータの実相を把握できると考える。

ジョージーナ・ウェイリン（Georgerna Waylen）は民主化移行期の制度変化とジェンダー平等との関係を検

証する際の視座を指摘している。すなわち、民主化前後の過程を明らかにし、政策策定の可能性、政党のジェン

ダー平等に対する理解、フェミニストや女性組織による課題設定や目標達成のための戦略、女性組織の結束力の

程度、国内外との連携の強さなどの分析を主張している（Waylen　2011）。ポスト紛争国における実際の選挙は、

選挙制度の構築からマスメディアに至るまで広範囲にわたって問題が指摘されている。ウェイリンによる指摘を

参考にすると、ポスト紛争国のジェンダー・クオータの実相を把握するために求められる具体的な視座としては、

まず、紛争の原因や紛争下における女性たちの社会的地位、女性たちの紛争への関わり、紛争による被害の状況、

紛争終結直後の女性組織の動きを把握することが必要だろう。これによりクオータ導入を必要とした根拠を理解

できるだろう。また、選挙制度の設計過程においてはその議論過程への女性の参加、選挙管理委員会については

委員会の法的根拠や女性委員の割合、さらにクオータ導入に対する見解を検証する必要があるだろう。政党につ

いては立候補者の選出過程のみならず、政党の成立過程や政党の綱領策定過程、さらにクオータに対する意見、

選挙活動の手段と候補者に対する選挙資金の配分や技術的支援について検証する必要があるだろう。選出された

女性議員がどのように民意を、特に女性たちから把握し政策課題としているのかという点も重要だろう。このよ

うにポスト紛争国の事例においては、ジェンダー・クオータを政治的民主化との関係に位置づけ、これまでのク

オータの政治過程に対する変化のみならず、クオータを導入した選挙に注目し、その制度設計から実施に至るま

での過程にクオータを位置づけて検証することも必要と考える。

【註】

１ ．quotaProject（http://www.quotaproject.org/country.cfm　2014年８月23日閲覧）

２ ．quotaProject（http://www.quotaproject.org/　2014年９月23日閲覧）

３ ．列国議会同盟（IPU）2014年９月１日現在。（http://www.ipu.org/wmn-e/world-arc.htm　2014年９月23日閲覧）

４ ．列国議会同盟（IPU）2014年９月１日現在。（http://www.ipu.org/wmn-e/classif.htm　2014年９月23日閲覧）
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５ ．quotaProject（http://www.quotaproject.org/uid/countryview.cfm?country=63　2014年８月23日閲覧）  

６ ．東ティモールではジェンダー・クオータの制憲議会選挙への導入については国連組織内で意見が割れ、議論の末、制憲議会選挙に対

しては導入は見送られた。導入を支持したのは国連女性開発人基金（UNIFEM）や国連高等弁務官事務所（UNHCR）、国連女性の地位

部（UNDAW）であり、反対を主張したのは、国連政治局（United Nation Department of Political Affairs）及びその下部組織であ

る選挙支援部 （Electoral Assistance Division）であった。
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